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義の展開と同一視されるものでは かった︒資本主義 グローバル化が進捗するなか︑西欧諸国は世界中の様々な国々との通商関係を求めていたのである︒そ にあわせて国際法の適用範囲も拡大するという柔軟な姿勢を見せていた︒当時のイギリスの 際法の権威ジョン・ウェストレイクは 文明国基準を堅持しつつも︑その文明とは︑相手国と 外交や通商関係において信義誠実を旨とし︑他国民の生命や財産を保障 姿勢と体制と観念し いた︒国際法は 決してヨーロッパ世界 自己完結的なものではなく︑他の文明圏にも開かれたものだったのである︒　
ウ
ィスコンシン大学教授として東アジア近代史を専門とする著








者によれば︑英国学派は国際システムと国際社会を区別し︑十九世紀の日 は西洋主導の国際システムに組み込まれたが︑西洋諸国によって構成される国際社会からは排除されていた︒国際社会のメンバーとなるに ︑文明 基準をクリアーしなければならなかったからである︒だが︑これに対して著者 ︑実際の国際法の実務の上で︑日本はそ 国家主権を尊重されており 国 社会のメンバーとしても認知され いたと指摘し︑その論証が以下で詳論される︒　
ま
ず第二章では︑一八七一年に勃発した普仏戦争の際の中立宣
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西洋列強と締結した条約は︑治外法権と協定税率を定めたものとして国家間の不均衡な関係を背景にしたものと一般に見なされている︒しかし著者によれば︑ の土台にあったのは主権国家の対等性の観念であり︑条約で定められた不平等な措置は︑その例外として日本が相手国に認めた特権であっ とされる︒換言すれば︑条約という明示の合意 よらなければ︑主権国家間の平等な関係から れた特例を定めることはできなかったのである︑日本と西洋諸国との間には同じ主権 しての対等性が前提されていた いうことになろう︒　
第四章は︑この時代に成立した電信︑郵便︑鉄道︑衛生といっ





















国際法の発展に果たした意義がまとめられる︒非西洋圏の国でありながらいちはやく主権国家の装 をまとった日本は︑国際法の適用から除外され なく︑むしろ国際法の妥当する国際社会の一員であることを望まれ︑日本もそ 役割 積極的に担ったの
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が西洋中心の国際秩序の触媒となったとの評価 避けられ ということになる︒十九世紀において日本が 法の発展に寄与できたも ひ つのあり方は︑ ﹁文明化すなわちヨーロッパ化﹂の呪縛から離れ︑ヨーロッパ文明とは異なる﹁文明国﹂ 存在を国際法の次元で認め それと共存し︑国際法世界を多少とも主体的に変えていくこと﹂ （
山内前掲論文︑三八頁
）だったであろう︒そ
の可能性は︑今なお積み残された課題と て残っ ︒
